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ベストプラクティス

株式会社ファミリーマート
岡崎市内の店舗にLGBT電話相談案内カードを設置

ファミリーマートは、2019年7月に愛知県岡崎市
と包括連携協定を締結。地域密着の一環として様々
な取り組みで相互協力している中、岡崎市が2020

年10月に「LGBT電話相談」を開設し、案内カード
を市の公共施設に設置しました。それをより広く市
民にお伝えする手段として、岡崎市からファミリー
マート店舗での告知協力依頼を受け、「LGBT電話
相談」案内カードを、2021年3月より岡崎市のファ
ミリーマート店舗約70店に設置しました。
設置されたことにより、加盟店からは「LGBTQ

について理解する必要がある。設置する側の責任感
が増した。」という声があり、また中心になって取り
組んだ岡崎市を管轄する営業所のメンバーからは、
「各店舗での設置されているカードが減っているのを

で感じている」「自ら学ぶことに繋がった」という声が
あり、取り組みを通して、ファミリーマートとしてダ
イバーシティ＆インクルージョンを推進しLGBTQ

に関する取り組みを積極的に行っていることを再認
識し、企業の代表として活動していることに誇りを
持てるように意識変化していったとのことです。
また、岡崎市からは、店舗で設置されたことで多

くの市民、必要な人に情報が届いたことで、相談件数
も増え、大変感謝しているとお言葉をいただきました。
今後も岡崎市とは協力し合い、様々な形でLGBTQ

の理解促進を行っていきたいと考えている、とお話
しいただきました。

2021年4月、みずほフィナンシャルグループ〈みずほ〉、
三菱UFJフィナンシャル・グループ（MUFG）、三井住友
フィナンシャルグループ（SMBCグループ） の3つの金融
グループが、タッグを組んで東京レインボープライド
に参加しました。3社は、日ごろから切磋琢磨してい
る関係ですが、「すべての人がしあわせに、自分らし
くいられる世界をつくりたい。」という想いは共通し
ていました。
人事部門が主導するダイバーシティ推進の取り組
みは、各企業の社員を対象にした施策が中心になり
ます。3社も同様で、ダイバーシティ推進について
積極的に情報交換をしてはいたものの、取り組みは
各社単位で実施していました。そんな状況を「力を
合わせれば、もっと大きな力を発揮できるはずなの

に、もったいない！」と考え、声をかけあったことが、
今回タッグを組んだきっかけになりました。

3社が同時に「私たちはLGBTQのアライである」
と表明し、各社はもちろん、私たち一人ひとりが生
活している社会そのものを、よりよいものに変えて
いく一助になりたい。そんな想いで企画したこの
「アライメッセージ動画」には、共感した各社の
LGBTQアライの社員も多数参加しています。
日本のSOGIの多様性に対する理解は、まだまだ

道半ばです。しかし、同じ思いを持つ人々が力を合
わせれば、できることは増え、広がっていきます。
「私たちから変えていく。」─ 3社の想いと覚悟
が詰まった動画をぜひご覧ください。

〈みずほ〉・MUFG・SMBCグループLGBTQアライメッセージ動画

株式会社みずほフィナンシャルグループ／
株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ／
株式会社三井住友フィナンシャルグループ

ベストプラクティス

 「PRIDE指標2021」のベストプラクティス応募欄に記入された取り組みの中から、
顕著な取り組みを行なった4つの取り組みを、本年度のベストプラクティスに選出しました。

株式会社INPEX
従業員サポートサービス提供企業への働きかけ

INPEXでは、2021年1月、同性パートナー及びそ
の子どもを「配偶者と子ども」として登録し、各種
福利厚生制度などを利用できるよう人事制度を変更。
その際、従業員サポートサービスを委託する外部業
者に対して、同性パートナーまでサービスの提供拡
大は出来ないかと要望したところ、同社が提供する
サービスは従来「2親等以内の家族」までを対象と
しており、同性パートナー及びその子を家族の扱い
とできるかどうかは検討事項となっていましたが、
INPEXからの事実ベースでの要望が後押しとなり、
同社では同性パートナーおよびその子供へのサービ
ス提供範囲拡大を2か月後に実現しました。
また、同社が提供するストレスチェックサーベイ

点から“異性間”という文言を削除することを提案
しました。昨今のLGBTQ関連の意識の高まりや、
同様の依頼を複数社から受けたことで、設問の文言
がLGBTQに配慮した言葉に書き換えられました。
サービス提供範囲の見直し及びストレスチェック
サーベイの設問見直しは、現在は当社のみならず同
社のクライアント全てに同様に適用されているとの
こと。LGBTQの理解促進を社内で完結させるので
はなく社会に広げていくという意識でコミュニケー
ションを取ることで、変化につなげることが出来る、
それを体現された取り組みとなりました。

スターバックスは、2020年12月、LGBTQや多様
性への理解を深め、学校が自分らしく居られる場所
となることを目指し、認定NPO法人ReBitとともに

「レインボー学校プロジェクト」を実施。東京都と
埼玉県にある中学校・高等学校3校を訪問し、「“多
様な性”や“多様性”について」の授業を行い、その
中でスターバックスの店舗パートナーを含めて複数
のLGBTQ当事者やアライが登壇し、自分の経験を
語りました。2020年春に売上の一部がこのプロ
ジェクトへの寄付となる「NOFILTERタンブラー」
をオンライン販売し、購入されたお客様のサポート
によって、およそ1,500名の生徒に授業が届けられ
ました。
スターバックスが掲げるメッセージ「NO FILTER」

れることへの思いが込められています。授業が終
わったあと、「学校でLGBTQを話題にする機会を
作ってくださって、ありがとうございます。自分の
ことを話せることが嬉しいです」と生徒さんからの
感謝の声があったとのこと。当事者との会話を通じ
て生徒たちに気づきを与えたい、居場所を作りたい、
というスターバックスの思いが実現した取り組みと
なりました。

レインボー学校プロジェクト
スターバックス コーヒー ジャパン 株式会社

には、先入観や思い込
み、偏見といったフィ
ルターを持たず、すべ
ての人を温かく迎え入
れ、認め合い、一人ひ
とりが自分らしくいら

の設問内容においても、
性的指向・性自認の観

みると、確実に必要と
している人がいると肌
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PRIDE指標2021 アンケート結果 レポート

 「PRIDE指標2021」応募フォームにて、
応募企業・団体のみなさまにご協力いただいたアンケート結果をご報告します。
アンケートにご協力いただいた企業・団体のみなさま、ご協力ありがとうございました。

　制度を利用した社員の数は、回答数の
56％がまだ利用がなく0人、次いで、1～
5人（35％）となり、ほぼ9割の企業・団体
で制度利用者数は5人未満という回答と
なった。
　昨年度2020年と比較すると0人の割合
が1％増、1～5人の割合が2％減少して
いるが、ほぼ同じ割合となり、変わらず
多くの企業・団体で制度利用の数は少な
い状況であると推測される。

●同性パートナーがいる従業員向け 

（1） 休暇・休職（結婚、出産、育児（パートナーの子も含む）、家族の看護、     

 介護（パートナーおよびパートナーの家族も含む）等）。
（2） 支給金（慶事祝い金、弔事見舞金、出産祝い金、家族手当、家賃補助等）。 

（3） 赴任（赴任手当、移転費、赴任休暇、語学学習補助等）。   

（4） その他福利厚生（社宅、ファミリーデー、家族割、保養所等）。  

（5） 会社独自の遺族年金、団体生命保険の受け取り人に同性パートナーを指定できる。 

 （1）から（5）の人事制度・プログラムを一つでも利用した
社員の数を教えてください。

アンケート D-1

　利用者数が「想定より少ない」が54％、
「想定通り」が45％で全体の99％を占め、
昨年とほぼ同様の結果となった。制度を
制定した企業・団体も前提としては、多
くの制度利用を求めているわけではない
が、思う以上に制度利用の数が少ないと
感じていることが考えられる。

人事制度・プログラム利用者数は想定通りですか？アンケート D-2

■制度の利用者は想定通りですか？

■制度を利用した社員の数

2021年

2020年

2019年

単位：%

2021年

2020年

2019年

単位：%

│回答数 ： 143  （回答率 ： 48%）│

│回答数 ： 137  （回答率 ： 48%）│

100人以上 3
3

4

51人～100人未満
1

0
0

11人～50人
1

1
0

6人～10人
3

1人～5人 37
28

0人 55
63

想定より多い 2
1

1

想定通り

想定より少ない

35

56

45
45

44

53
54

55

5
5

■利用者が想定より少ない原因 （選択）

PRIDE指標2021 アンケート結果 レポート

•社内（部門、上司、同僚など）でのカミングアウトが必要
•必要書類の入手（自治体の証明書、住民票、公証役場の証書など）が必要
•社内手続きおよびプロセスが複雑
•その他：具体的に記述ください

　制度理由が想定より少ない原因につい
て、選択項目では、上位から「社内での
カミングアウトが必要」が65％、「必要書
類の入手が必要」が27％、「社内手続き
およびプロセスが複雑」が8％となった。
　その他の自由記述（回答数107／回答率36％）

では、回答を集約し集計すると、一番多
かった考えられる原因として、「申請に
カミングアウトが必要となり躊躇してい
る」があげられ、今年度も多くの企業・
団体で、制度利用の際、要するカミング
アウトに対するリスクを当事者に感じら
れていると考えているという結果となっ
た。また、昨年から増えた内容としては、
「把握していない」、「配慮に問題はないと
いう」回答が増加しており、当事者が制
度を利用しやすい方法を各社で検討し、
運用を進められていると推測される。
　また、社内の理解関心向上、風土づく
りの必要性や、情報発信不足についても
原因としてあげられており、社内の風土
醸成、情報発信も現在の課題だと考えら
れる。

利用者が想定より少ない場合、何が原因だと推察されていますか？アンケート D-3

│回答数 ： 97  （回答率 ： 32%）│

社内（部門、上司、同僚など）での
カミングアウトが必要 68

65

68

必要書類の入手（自治体の証明書、住民票、
公証役場の証書など）が必要 25

27

26

社内手続きおよびプロセスが複雑 8
8

6

■利用者が想定より少ない原因 （その他・自由回答）
│回答数 ： 107  （回答率 ： 36%）│

与えられるベネフィットより、
カミングアウトのリスクの方が高いと感じられている 17

7

10

運用に対する配慮に問題はない 13
16

16

社内に情報が行き渡っていない 6
7

10

申請にカミングアウトが必要となり躊躇している 14
26

14

導入したばかり（または導入はこれから）のため 12
15

17

カミングアウトしているメンバーが少ない、
利用者が少ない 3

4

3

会社全体として社内制度の活用が少ない 1
1

2

把握していない 14
17

14

社内の関心、理解度がまだ低い、
社内の風土がまだできていない 12

9

6

該当者がいないため 4
3

3

手続きに証明書等の提出が必要となり負担がある 4

その他（まだ利用されていない等） 5
7

5

2021年

2020年

2019年

単位：%

2021年

2020年

2019年

単位：%
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PRIDE指標2021 アンケート結果 レポート

　取り組みたいが実践できない取組の主な項目は、
上位から「性別適合手術・ホルモン治療時の費用補
助」が31％、「ジェンダーに関わらず利用できるト
イレ・更衣室等のインフラ整備」が全体の22％、
「性別適合手術・ホルモン治療時の就業継続サポー
ト（休暇、休職、勤務形態への配慮等）」が18％、「戸籍変
更の際の社内手続きのガイドがある。」が10％と
なった。

　各項目でいただいた取り組みを実践できない主な
理由は次ページにて記述するが、実践できない理由
として、物理的な理由やそれぞれの事情が見えるが、
当事者からの要望が上がっておらず、検討の機会が
ないという理由があり、現在導入されていない企
業・団体も当事者からの相談があり、ニーズがあれ
ば、社内でできることを検討し、進めていく思いを
持っていることが推測される。

●トランスジェンダーの従業員向け
  （6） 性別の扱いを本人が希望する性にしている（健康診断、更衣室、服装、社員証等）。
  （7） 自認する性に基づく通称名の使用を認めている。    

  （8） 戸籍変更の際の社内手続きのガイドがある。    

  （9） 就職時のエントリーシートで本人の希望する性別を記入できる、
 性別欄に「その他」「記載しない」等男女以外の回答項目を設けている、または性別記載を求めていない。
（10） 性別適合手術・ホルモン治療時の就業継続サポート（休暇、休職、勤務形態への配慮等）。
（11） 性別適合手術・ホルモン治療時の費用補助。    

（12） ジェンダーに関わらず利用できるトイレ・更衣室等のインフラ整備。

 （6）～（12）の内、取り組みたいが実践できないものはなんですか？
またその理由を教えてください。（複数回答）

アンケート D-4

■取り組みたいが実践できない取組 │回答数 ： 61  （回答率 ： 20%）│

PRIDE指標2021 アンケート結果 レポート

◎取組が実践できない理由（項目別）
 
 （6） 性別の扱いを本人が希望する性にしている   
       （健康診断、更衣室、服装、社員証等）。

•トランスジェンダー従業員によるニーズや要望について
話しを伺う機会や経験、検討の機会がないために対応で
きていない。

• 健康診断については、医療機関との調整や検討が必要。
• 税・社会保険関係には、戸籍の姓名等が必要で、通称名
と戸籍名を一緒に登録できるよう、システムの整備が必
要となり、これには多額の予算並びにシステム整備の時
間が必要となるため。

• 国への報告資料上男女別の統計を取る必要性があり、基
本的に身体的性でしか管理できない。

• 現場作業での基準が男女で異なるものがあり、自認する
性に基づく安全管理基準の策定が難しい。

 （7） 自認する性に基づく通称名の使用を認めている。
• 協会が業務上の通称名の使用を認めていないため。
• 自認する性に基づく通称名、性別の使用は認めたいが、
人事システム上は戸籍上の性別、名前しか登録できず、
システム上の対応に時間とコストがかかるため。

•「本人性の担保」のため、戸籍名のみの使用に限定してい
る。婚姻による旧姓使用は認められているものの、「名」
の変更には戸籍の変更が必要のため。

• グループ統一の見解に基づき規定・改定を行う必要があ
り、要否についてもグループでの検討が必要。

• 順を追って制度を検討していく予定である。

 （8） 戸籍変更の際の社内手続きのガイドがある。
• 戸籍性を変更したいという社員からの申し出がないため。
• 対応が非常にデリケート且つ個別性が高いと認識してお
り、会社側が画一的な対応を明示することをこれまで避
けており、相談を受けてから社員の意向・要望を把握し、
柔軟に対応を行っている。

• 他の制度が整っておらず、まだここまで至っていない。
 
 （9） 就職時のエントリーシートで本人の希望する性別を記入
  できる、性別欄に「その他」「記載しない」等男女以外の
  回答項目を設けている、または性別記載を求めていない。

•トランスジェンダー従業員によるニーズや要望について
話しを伺う機会や経験、検討の機会がないために対応で
きていない。

 （10） 性別適合手術・ホルモン治療時の就業継続サポート
  （休暇、休職、勤務形態への配慮等）。

• 社員から要望があがっていないため。
• 何か特別な支援（全従業員が使えないもの）を行うこと
は難しいと感じており、全従業員が使用できるものを充
ててもらいたいと考えている。

• 具体的にどのようなサポートが必要であるか詳細が不明
なため。

•トランスジェンダー社員のみならず、障害のある社員や
持病のある社員なども同じように利用することのできる
制度とするため、慎重な検討が必要。

• 要望がなく、未だ導入に至っていないが、不妊治療に関
する休暇制度についてもグループ会社統一で制度導入が
できておらず公平性と従業員への納得感のバランスを考
慮しつつ検討中である。

• 予算確保が難しい。
 
 （11） 性別適合手術・ホルモン治療時の費用補助。

• 当事者からの要望があがっていないため。
• 具体的にどのようなサポートが必要であるか詳細が不
明なため。当事者からの要望があれば前向きに検討をし
たい。

• 会社の加入している健康保険に含まれていない。
•まだ導入していない不妊治療など他の制度導入との優先
順位などの議論が必要になるため。

• 予算確保が難しい。
• 他の方にも発生する保険の適用されない治療などとの公
平性を保たなければならないため。

• どこまでを会社が支援するのかをいう境界線を引く事が
難しいことと、またその判断をだれがどのように行うの
かというルールづくりと運用の負担が大きいため。

• 偏った補助を避けながら実施したいが、大掛かりな取り
組みとなるためハードルが高い。

 （12） ジェンダーに関わらず利用できるトイレ・更衣室等の
  インフラ整備。

• 賃貸ビルのため、トイレなどのインフラ整備がビル・
オーナーの許可なしにできない。

• 予算の確保が厳しいため。
• 複数拠点があるため対応可能なところと不可な所があり
統一が難しい。

• 全国すべてのオフィスが賃貸オフィスであり、管理会社や
他のテナントとの調整が必須となるため、当事者の方々
からの相当な要望が無い限り積極的に動き辛いのが現状。

2021年

2020年

2019年

単位：%

（6） 性別の扱いを本人が希望する性にしている
（健康診断、更衣室、服装、社員証等）

（7） 自認する性に基づく通称名の使用を認めている

（8） 戸籍変更の際の社内手続きのガイドがある

（9） 就職時のエントリーシートで本人の希望する性別を記入できる、
性別欄に「その他」「記載しない」等男女以外の

回答項目を設けている、または性別記載を求めていない

（10） 性別適合手術・ホルモン治療時の就業継続サポート
（休暇、休職、勤務形態への配慮等）

（11） 性別適合手術・ホルモン治療時の費用補助

（12）ジェンダーに関わらず利用できるトイレ・更衣室等のインフラ整備

＊問い合わせがあれば、今後対応検討する

＊その他
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回答いただいたほとんどの企業・団体で、昨年か
ら続く新型コロナウィルス感染防止対策のため、在
宅勤務が常態化し、採用活動や研修、イベントなど、
オンラインでの実施が定着。ページ下部、次ページ
にて皆様よりいただいた課題等、記述するが、研修
や、イベント開催についても対面と変わらない効果
が持てるよう工夫しながら実施されている姿がうか
がえる。イベント等、オンライン開催のポジティブ
な意見としては、本社以外の全国にある各事業所か
らもイベント参加ができるようになったことにより、
参加者も増え、以前よりも裾野が広がったという前
向きな意見や、日本だけでなく世界中の社員とグ
ローバルに共同でイベント実施ができた等の意見が
あり、オンライン化が進んだことにより、更に、活
動が加速した面もあったと考えられる。
また、オンラインにより匿名性が担保されたこと
によるイベント参加、および質問や発言をしやすく
なったという意見も多くいただいた。

一方、新型コロナの影響による業績の悪化による
予算の削減や、取り組みに影響が出ている企業もあ
り、また長期にわたる在宅勤務による職場でのアラ
イの可視化のしづらさ、情報収集に積極的ではない
従業員を含めた意識向上のための情報発信の模索、
活動に参加する従業員と参加しない従業員の二極化

や、オンラインでのコミュニケーション不足により、
情報がどの程度伝わっているのかリアルタイムに把
握する事が難しいなど、取り組みをオンラインで進
める中で、ご担当の皆様それぞれで課題と感じられ
ることが出てきている様子がうかがえる。
柔軟な働き方が加速し、在宅勤務が1年以上続き、

オンラインでの会議、メールやSNS等でのコミュ
ニケーションがメインとなり、直接対面でのコミュ
ニケーションができない状況が続く中、不安や孤独
を抱える従業員が増え、業務以外の繋がりが希薄に
なっていると感じるという意見もあり、その中でイ
ベントでの交流や施策、取り組みを検討し、悩みな
がらも工夫しながら実施し、継続して活動されてい
ると考えられる。
今後、コロナウィルス感染拡大の状況次第で在宅
勤務やオンラインでのコミュニケーションが続くと
推測されるが、オンラインでより広がった点を推進
し、懸念点としてあげられたポイントをどう解消し
ていくことができるか、引き続き今後の課題と考え
られる。

以下にて、コロナ禍の状況が続く中、企業・団体
で取組を進める中で、回答いただいた【よかった点
／ポジティブな意見】と、【課題／工夫されている
点／懸念点】を一部記述する。

新型コロナウィルスの感染拡大により、
取り組みを進めるにあたって企業内で直面している課題や、
困難になっていること、新しく始めた取り組みなど、
コロナウィルスの感染拡大に関係した変化等ございましたら、こちらにご記入ください。 

新型コロナウィルス
による
活動への影響

アンケート D-5
•リアルでの啓発の機会が減少した分、オンラインで関連研
修・セミナー、意識調査を積極的に実施した。

• テレワーク／オンライン会議が中心となったため、有志によ
る啓発イベントで実施した「社員のプロフィール画像のレイ
ンボー化」が、目に触れる機会が多く効果的だった。

• 在宅勤務が続く社員が家庭内でもLGBTへの理解が深められ
るよう、「LGBTハンドブック」を作成し全社員の自宅に
バッジと合わせて送付した。

• コロナ禍により事業活動は制限されている一方でオンライン
インタビューやオンラインカンファレンス登壇などは時間制
約が軽くなった影響で積極的になっている。

• 対面の場合、会場で手を挙げての発言は抵抗があった社員も、
オンラインで匿名性がある為、自由に質問や発言が出来るよ
うになったという意見が出ている。

• 在宅勤務によって服装やトイレ利用の負担が減ったという良
い影響があった。

◎課題／工夫されている点／懸念点

•リモートワークを中心とした働き方における社員の心身の健
康状況について、毎週パルスサーベイを実施して状況を把握
している。

• LGBTQ＋＆ALLYコミュニティの活動もオンラインで継続し
て実施。安心安全の場をつくるための懇親会はオンライン実
施では少人数になるため、年間で15回以上と回数を増やすこ
とにより、多くのメンバーが参加できる状態をつくっている。

• PCで使用できる壁紙画像を制作しシール代わりに配布。

•メールやSNSで相手の見えないコミュニケーションに不安
を抱える人も多くいると考えており、ダイバーシティ推進の
貴重な機会を逃していると感じる。

•制度整備の方向性は確認されているものの、コロナ対応に忙
殺されて対応が遅れている。

•コロナ禍で全社員が在宅勤務となり、1年半、直接顔を合わ
せることなく仕事をしている。オフィスにいたころだったら
当たり前だった雑談が減り、業務以外のつながりが希薄に
なっていてコミュニティの活動を拡大するのが難しい。

•オフラインと比べるとオンラインイベント運営に難しさを感
じる。感染状況が落ち着くまでに時間がかかると思うので
Ally同士のコミュニケーション活性化については今後の課題
だと認識している。

•オンライン研修は学ぶ機会の創出に繋がる可能性が拡がった
反面、コミュニケーション不足が生じるため、センシティブ
な情報がどの程度伝わっているのかリアルタイムに把握する
事が難しい。

• 研修はオンラインにて開催しているが、受講者の顔が見えな
いのが課題。

•グループ会社のなかには動画視聴が出来ないなど環境面での
制約があるため解消を図っている。

• 在宅勤務を実施しているスタッフがいる中で、LGBTQに関
する情報発信が課題となっている。イントラネットでの申請
関連の整備は進んだものの、情報収集に積極的ではない従業

員も含めた、全員の意識を一律に向上させる手段としてさら
に利用できないか模索している。

• 職場でのAllyの可視化が難しくなったと感じる。

• 社外のイベントに参加して当事者の方々やAllyの方々から学
び、世の中の動向を体感する機会もなくなり、オンラインで
代替するものの、社内の理解や風土作りが加速し辛い。

•自宅でテレワークを行う機会が増えた結果、自宅環境等が他
人の目に触れる機会が増え、人によってはセンシティブに
なっている。

• 新型コロナワクチンの職域接種の際、政府所定の問診票を使
用する必要があったが、男女の性別しか書けない問診票と
なっており、クレームがあったわけではないが、政府が作成
した問診表は修正できないこともあり、当社だけは対応でき
ない部分と感じた。

• 社員の顔を直接みれる機会が減ってしまい、心身の変化、機
微を感じることは難しくなった。

•オンライン開催する場合、グループディスカッションでカメ
ラOFFだと話しにくいなどの意見もあるため、参加者の同
意を得つつ改善をしていきたい。

• 実際に足を運ぶ、多数で集まってイベントを行う、というこ
との価値、インパクトの大きさは確実にあるので、オンライ
ン中心にならざるを得ない現状ではどうしても盛り上がりに
欠ける傾向があると感じる。

•リモートワークアンケート結果より、マネジメントの視点で
は、「組織・部下の状況掌握」、「他部署との連携・調整」に
課題を抱えていることが明確となった。お互いの様子が見え
ない中で、タテヨコのコミュニケーションをいかに図ってい
くかが今後の課題となる。

• 啓蒙活動に参加する従業員とあまり参加しない従業員が二極
化している傾向にあるため、リモートワークの中でいかに多
くの従業員の参加を見込めるかが課題になっている。

• 新型コロナウィルス感染拡大により、予算を確保することが
厳しくなっている。

•他社が行っているLGBTQA＋のイベントの開催が少なった
ため、社外のイベントに参加する機会が少なくなった。

•費用面や感染拡大防止観点からイベント等の実施が難しい。
また有料の研修プログラムの導入も次年度以降に見送りとな
るケースが多い。

• TRPなどのイベントがオンラインになったことにより、実
際に当事者の方たちとコミュニケーションを取れる場所がな
くなった。これまで社員と一緒にパレードを歩くなどし、
LGBT当事者は研修の講師でもテレビの向こうでもなく、街
中のどこにでもいることを実感してきた。そういう機会がな
くなったのはとても残念です。

• オンラインでのイベントは、演者や支援者による講演や、講
演後に希望者の手上げによる質疑応答になりがちで、参加者
全員が、ゲストと対話したり、参加者同士で気付きの共有を
行う機会を作りにくい。

•オンラインでの研修が当たり前になり、広くアプローチが可
能になった点は非常に意味のある変化だと感じる一方、参加
者数が伸びないという課題は変わらずに残っている。

◎よかった点／ポジティブな意見

• オンラインで開催することで、対象を絞ることなく開催がで
きるようになって、裾野が広がった。

• 世界中の社員とグローバルでイベントを開催し、共同でオン
ラインイベントを実施することができた。

• テクノロジーのおかげで、様々な当事者や社員の交流を持つ
ことができるようになり、ギャップが埋まった。

• オンライン化によりどこからでもアクセスでき、匿名性が担

保しやすいため、当事者が気軽に参加できるようになった。

• 全国各地の従業員にも同時間に研修が実施できたり、録画し
たものを後で見ることができるようになり、参加しやすくな
り参加者が増えた。

• アライのイベントなどオンラインになりイベント参加者が増
えた。

• 全社的にリモートで業務を行なうようになったことで、お手洗
いや着替えなどの悩みや課題が逆に無くなっていると感じる。

PRIDE指標2021 アンケート結果 レポート
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2021年は、昨年に引き続きコロナ禍の一年
となり、昨年同様、多くの方が在宅勤務中心、
オンラインでのコミュニケーションで、取り組
みを進めていく一年だったかと思います。そん
な厳しい状況の中、各社で取り組みを進めてい
ただき「PRIDE指標2021」は、昨年をさらに
上回る応募、そして受賞数となりました。また
新設となった「レインボー認定」には41社から
の応募をいただき、みなさん思いを持って、日々
取り組みを進めていただけたこと、大変うれし
く思っております。ありがとうございます。
応募の際、回答いただいたアンケートを拝見

し、このコロナ禍で、オンライン化による利点
もありながら、より伝えていくために、どのよ
うに届けていくのがよいか、ご担当者のみなさ
ん、工夫しながら取り組みを推進されているこ
と、またリモートワークによるオンラインでの

コミュニケーションで生じる課題にも直面しな
がら、悩み考え、取り組みを進めていただいて
いること、また一方で法整備等での社会の変化
が必要であることを改めて実感じました。
それぞれ取り組み状況や、文化や風土も各社

違うかと思いますが、各社ごと社内外で一歩ず
つ取り組みを推進いただき、誰もが働きやすい
職場、そして社会づくりを、ご一緒に取り組ん
でいけたら幸いです。
「PRIDE指標」および、work with Prideのコ

ンテンツが、日本の企業・団体の皆様にとって、
さらに前向きに取組を進めて行くきっかけにな
り、活用いただけることを祈っております。

work with Pride

PRIDE指標事務局

編集後記


